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※ 現在入手している情報に基づき作成した暫定資料であり、政府予算案の詳細を把握した上で、後日、確定版を公表予定 

平成２５年度 政府予算案（大阪府関係）の決定内容 

                                               平成 25 年１月 30 日 

                                                大    阪    府 

注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース 

 

 

 

 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

主要最重点項目 

１．分権型・分散型の国の形への転換 

（１）地方分権改革の推進 

◇ 国の出先機関の丸ごと移管等 

 ・関西広域連合への移管 

 ・ハローワークの移管 

◇ 国庫補助負担金等の廃止、地域自

主戦略交付金の制度改善 

◇ 地方一般財源総額の確保、地方税の

充実強化 

 

◆概算要求の状況 

地方交付税 総務省            〔全〕１７兆１，９７０億円 

                  （Ｈ２４：〔全〕１７兆４，５４５億円）

○地方一般財源総額見込み６０.０兆円程度（Ｈ２４：５９．６兆円） 

○一般会計からの別枠の加算（１兆８００億円）を前年度同様に実施。併せ

て、三位一体改革で削減された地方交付税の復元のため所得税に係る交付

税率の引上げ（現行 32％→40％）を事項要求 

 〔参考〕平成 18 年度所得税税源移譲額の交付税率相当額（H25 ベース）

 ※ 試算額所得税の８％相当＝１．１兆円 

○臨時財政対策特例加算（３兆８，９０６億円）を前年度同様に実施 

 

 

地域自主戦略交付金 内閣府           〔全〕   － 億円 

                   （Ｈ２４：〔全〕６，７５４億円）

○政権交代に伴う概算要求入れ替えにより、各省庁の交付金等に移行され、

地域自主戦略交付金は廃止 

 

  〔全〕１７兆６２４億円 

 

一般財源総額 

〔全〕５９兆７，５２６億円 

地方公務員給与費削減額 

〔全〕▲８，５０４億円 

防災・減災事業、地域の活性 

化等の緊急課題への対応 

〔全〕８，５２３億円 

 

〔全〕   － 億円 

 各省庁の交付金等へ移行 

〔全〕９，７９１億円 

（補正３，１９７億円込み） 

 

◆予算項目以外の状況 

国の出先機関改革 

・広域的実施体制（広域連合への丸ごと移管）の実施のための関係法案を閣議決定したが、法案審議には至らず 

・ハローワーク業務の一部を都道府県の指示で行うことができるハローワーク特区にハローワーク浦和、佐賀

の２箇所を選定 

【事業開始】  ハローワーク浦和：H24.10.29 

ハローワーク佐賀：H24.10.1 

（２）大阪・関西の位置づけの明確化 

◇ 分散型国土構造への転換 

 ・首都機能の代替を担うバックアッ 

プエリアに大阪・関西を位置付け 

・集中型から分散型の国土構造の転換

に向けた国土政策・産業政策の展開 

◇ 分散型国土構造における広域交通

インフラの確保 

 ・リニア中央新幹線、北陸新幹線 

 

◆概算要求の状況 内閣府、国土交通省 

                   

 

 

 

○災害に強い国土に向けたグランドデザインの策定 〔国〕１．３億円（新規）

 

○中央新幹線に関する調査           〔国〕２．５億円の内数 

                 （Ｈ２４：〔国〕０．５６億円の内数）

○超電導技術高度化等の技術開発           〔国〕２．８億円 

                     （Ｈ２４：〔国〕３．１億円）

○北陸新幹線等の整備                〔国〕７０６億円 

                     （Ｈ２４：〔国〕７０６億円）

 

 

 

 

 

〔国〕１．３億円 

 

  〔国〕１．５億円の内数 

 

      〔国〕２．６億円 

 

      〔国〕７０６億円 

 

暫定版 

※大阪第4 地方合同庁舎における通信・情報機器の整備及び政府の代替拠点の基礎的調査等については、

H24 年度予備費にて、前倒しで措置された（０．９３億円） 
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注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース 

 

 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

２．大都市圏の成長を通じた日本の 

再生 

（１）大阪都市圏の競争環境の整備 

◇ 国際戦略総合特区に係る一層の環

境整備 

 ・法人税等の優遇措置 

 ・規制・制度の特例措置 

 ・税制・財政・金融上の支援措置 

 ・柔軟な計画変更 等 

◆概算要求の状況 内閣府 

「総合特区制度」の推進             〔全〕１２７．２億円 

                   （Ｈ２４：〔全〕１４０．３億円）

○総合特区推進調整費              〔全〕  １２４億円 

                   （Ｈ２４：〔全〕１３８．４億円）

 

    〔全〕１２７．２億円 

 

    〔全〕１２４億円 

 

◆予算項目以外の状況 

H23.12 京阪神の３府県３政令市が共同申請した「関西イノベーション国際戦略総合特区」を国が指定 

H24.1～国と地方の協議会（規制の特例措置）⇒とりまとめ公表（H24.7）⇒秋以降（H24.8～）協議再開 

（規制・制度提案７６、優先に限定２３、結果：合意４、継続１５、提案者再検討等５） 

H24.3～11 計４回の総合特区計画の認定（税制・財政・金融支援で２６プロジェクトの認定（決定）全国最多） 

H24.12 区域変更の申請（当初９地区２８箇所⇒２４箇所追加 計９地区５１箇所） 

 

（２）都市基盤整備等の強化 

◇ 国際拠点空港としての関西国際空

港の機能強化 

 ・基本方針に基づく施策の推進 

 ・コンセッションに必要な環境整備 

 ・補給金等 

 ・高速鉄道アクセス 

◆概算要求の状況 国土交通省   

○新関西国際空港株式会社への補給金          〔国〕４０億円 

                      （Ｈ２４：〔国〕６９億円）

 

       〔国〕４０億円 

 

  

◇ 国際コンテナ戦略港湾阪神港の機

能強化 

 ・特区に係る規制緩和等 

 

◆概算要求の状況 国土交通省 

○国際コンテナ戦略港湾（阪神港、京浜港）の機能強化 〔国〕４３７億円 

うち公共４１４億円 

                           非公共２３億円 

                     （Ｈ２４：〔国〕３５９億円）

 

      〔国〕４００億円 

 

 

 

◆予算項目以外の状況（税制改正） 

・国際コンテナ戦略港湾等の港湾運営会社が取得した荷さばき施設等に係る課税標準の特例措置＜延長＞ 

  ⇒国際戦略港湾；固定資産税・都市計画税の課税標準 1/2（取得後 10 年） 

・指定保税地域の指定対象の拡充（港湾運営会社が所有し、又は管理する施設等）＜拡充＞ 

◇ 都市圏高速道路の運営に係る新た

な仕組みの構築 

 ・料金体系の一元化・ミッシング 

リンクの解消 

 ・新名神高速道路の全線早期完成 

◇ 社会資本整備総合交付金の必要額

の確保 

 

◆概算要求の状況 

地方向け補助金等公共事業関係予算 国土交通省 

○社会資本整備総合交付金（９月要求時点）  〔全〕１兆５，０５６億円 

                 （Ｈ２４：〔全〕１兆４，３９５億円）

 

 

地域自主戦略交付金 内閣府【再掲】       〔全〕   － 億円 

                   （Ｈ２４：〔全〕６，７５４億円）

 

 

 

 

  〔全〕１兆９，５９４億円 

地域自主戦略交付金廃止に伴

う移行額５，１５７億円含む 

 

〔全〕   － 億円 

 各省庁の交付金等へ移行 

〔全〕９，７９１億円 

（補正３，１９７億円込み） 

 

（３）大都市圏の機能強化 

◇ 実効性のある新たな大都市圏法制

度の早期成立 

 

◆概算要求の状況 国土交通省 

○大都市戦略検討調査経費               ≪詳細確認中≫ 

                      Ｈ２４：〔国〕１．５億円 

                       都市局行政経費 

                      〔国〕２４．８億円の内数 

として措置 

 

  ≪詳細確認中≫ 
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注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース 

 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

３．大震災等への対応 

◇ 災害廃棄物の広域処理の推進 

 ・放射性物質測定・焼却施設補修等 

に係る費用の全額国負担等 

 

◆概算要求の状況 環境省 

災害等廃棄物処理事業費補助金           〔全〕１，１６８億円 

 （Ｈ２４：〔全〕２，９６０億円）

○市町村が実施した東日本大震災により発生した災害廃棄物の収集・運搬・

 処分に係る事業に対し補助率を嵩上げして補助 

 

〔全〕１，１９６億円 

 

 

◇ 都市災害への抜本的な対策 

 ・対策大綱の早期策定 

 ・新たな知見に基づく各対策の実施 

方法の明確化・財政措置・法改正等 

 

◆概算要求の状況 内閣府 

東海・東南海・南海地震対策の策定          〔国〕０．８億円 

                     （Ｈ２４：〔国〕１．４億円）

大規模災害対策の推進 

〔国〕６．９億円の内数 

 

◆予算項目以外の状況 

被害想定の見直し検討 

 H23.3.30 南海トラフの巨大地震による最大クラスの地震動・津波高さの第一次報告を公表 

 H24.8.29 地震動・津波高さの第二次報告、および死者数等の直接被害想定を公表 

 H25.2   経済被害を公表予定 

４．エネルギー政策の推進 

◇ エネルギー政策の基本方針の策定

と施策の推進 

・電力制度改革、デマンドレスポンス

の活用、余剰電力の有効活用、再生

可能エネルギー導入、節電・省エネ

促進施策等 

 

◆概算要求の状況 

日本の産業再興 経済産業省 

○産業横断的な省エネルギー等投資の促進     〔全〕７６９．４億円 

                   （Ｈ２４：〔全〕３９１．１億円）

 

○クリーンエネルギー関連産業の創出       〔全〕７０８．５億円 

                   （Ｈ２４：〔全〕４４０．１億円）

エネルギー・環境 経済産業省 

○当面の電力需給の安定化              〔全〕２７５億円 

                   （Ｈ２４：〔全〕 ８５．８億円）

○再エネ・省エネの最大限の推進       〔全〕１，１９２．６億円 

（Ｈ２４：〔全〕５１８．１億円）

 

環境技術を駆使した温室効果ガス削減等と経済成長の同時実現 環境省 

○再生可能エネルギーの飛躍的拡大          〔全〕４３０億円 

                     （Ｈ２４：〔全〕２４８億円）

○世界最高水準の省エネルギーの実現          〔全〕７０億円 

                      （Ｈ２４：〔全〕１０億円）

 

 

    〔全〕５７６．７億円 

 

 

〔全〕４３３．８億円 

 

 

    〔全〕１４６億円 

 

    〔全〕９５５．４億円 

 

      

 

〔全〕４５５億円 

 

    〔全〕３８億円 

 

◆予算項目以外の状況 

 H24.7.1  「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」施行 

 

 

 

 

＜参考＞ 

 Ｈ24.9.14 エネルギー・環境会議において「革新的エネルギー・環境戦略」を決定 

 Ｈ24.9.19 「今後のエネルギー・環境政策について」閣議決定 
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注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース 

 

 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

◇ 原子力発電に関する安全性の確保 

 ・規制機関の設立 

 ・新たな安全基準の策定 

 ・防災基本計画・危機管理体制の 

構築 等 

 

◆概算要求の状況 

科学技術政策等の推進 内閣府 

○原子力政策の推進                〔全〕１．９５億円 

・原子力政策に関する基本方針の検討など  （Ｈ２４：〔全〕１．７６億円）

原子力規制・防災対策 原子力規制委員会・復興庁・内閣府 

○世界で最も厳しいレベルの原子力規制の実現    〔全〕６３．１億円 

（Ｈ２４：〔全〕２６．８億円）

○原子力防災対策の充実・強化          〔全〕１７１．３億円 

                    （Ｈ２４：〔全〕８９．７億円）

エネルギー・環境 経済産業省 

○原子力事故からの再生と原子力安全を担う人材・技術の強化 

〔全〕２６３．７億円 

                      （Ｈ２４：〔全〕９０億円）

 

 

〔全〕１．７７億円 

 

 

     〔全〕４９．６億円 

               

〔全〕１３７．６億円 

 

 

 

      〔全〕２２９億円 

◆予算項目以外の状況 

Ｈ24.6.20 原子力規制委員会設置法が成立 

Ｈ24.9.6  防災基本計画修正（災害対策基本法の改正、中央防災会議防災対策推進検討会議の最終報告等を

踏まえた大規模広域災害への対策の強化、原子力規制委員会設置法等の制定を踏まえた原子力災

害対策の強化（原子力災害対策編）） 

 

 

 

最重点項目 

１．セーフティネットの整備 

【社会保障制度のあり方】 

◇ 社会保障制度の見直し・構築におけ

る地方との協議 

 ・後期高齢者医療制度・国民健康 

保険制度 

 ・障がい者自立支援制度 

 ・介護保険制度 

 ・新たな子育て支援制度 等 

◆予算項目以外の状況（各制度の検討状況等） 

 H24.2 「社会保障・税一体改革大綱」閣議決定 

Ｈ24.４ 介護報酬改定（1.2％引き上げ）、障害福祉サービス等報酬改定（2.0％引上げ） 

H24.6 障害者自立支援法の改正法として「障害者総合支援法」成立（H25.4.から段階的に施行） 

H24.8 社会保障・税一体改革関連８法成立（子育て・年金・税政） 

H24.11 第１回社会保障改革国民会議開催（年金・医療保険・介護・少子化） 

※以降 25 年８月まで定期的に開催見込み 

◇ 福祉医療費公費負担制度の創設、地

方単独事業に対する国庫負担金減額

措置の廃止 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○市町村の国民健康保険助成に必要な経費   〔全〕３兆３，９２３億円 

                 （Ｈ２４：〔全〕３兆２，８０４億円）

○国保組合の国民健康保険助成に必要な経費    〔全〕３，２６０億円 

                   （Ｈ２４：〔全〕３，２２２億円）

 

≪詳細確認中≫ 

 

≪詳細確認中≫ 

◇ 難病対策の推進 

 ・特定疾患治療研究事業における 

国庫補助の法制化 

 ・支援活動拠点の整備等 

 ・肝炎治療特別促進事業における 

財政負担 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

特定疾患治療研究事業                〔全〕３５０億円 

                     （Ｈ２４：〔全〕３５０億円）

肝炎治療特別促進事業                〔全〕１０７億円 

                     （Ｈ２４：〔全〕１３７億円）

 

      〔全〕４４０億円 

 

≪詳細確認中≫ 

＜参考＞ 

Ｈ24.9.19 内閣府原子力規制委員会発足 
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注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

【医療体制の確保】 

◇ 医師養成、地域別・診療科目別偏在

是正対策の推進 

◇ 救急医療等に係る診療報酬の効果

検証及びその見直し 

 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

国民が安心できる医療を実現するための提供体制の整備 

○ドクターヘリ運航体制の拡充        ※〔全〕２２０億円の内数 

                 （Ｈ２４：※〔全〕２５０億円の内数）

                   ※医療提供体制推進事業費補助金 

○地域医療支援センターの整備の拡充          〔全〕１１億円 

                     （Ｈ２４：〔全〕７．３億円）

地域医療確保対策の推進 

○女性医師の離職防止・復職支援       ※〔全〕２２０億円の内数 

                 （Ｈ２４：※〔全〕２５０億円の内数）

                   ※医療提供体制推進事業費補助金 

救急・周産期医療などの体制整備       ※〔全〕２２０億円の内数 

                 （Ｈ２４：※〔全〕２５０億円の内数）

                   ※医療提供体制推進事業費補助金 

○救急医療体制の充実 

○周産期医療体制の充実 

災害医療体制の強化                 〔全〕２．１億円 

                       （Ｈ２４：〔全〕２億円）

 

医療提供体制推進事業費補助金 

  〔全〕２２７億円の内数 

 

 

〔全〕９．６億円 

 

 

医療提供体制推進事業費補助金 

  〔全〕２２７億円の内数 

医療提供体制推進事業費補助金 

  〔全〕２２７億円の内数 

 

 

 

 

      〔全〕２．１億円 

 

【がん対策】 

◇ がん検診に対する財源措置、がん診

療拠点病院指定制度の見直し、子宮頸

がん予防ワクチンの公費助成・定期接

種への早期位置付け 

 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

がん検診推進の強化               〔全〕１５４．１億円 

                   （Ｈ２４：〔全〕１１０．０億円）

○がん検診推進事業               〔全〕１４９．１億円 

                   （Ｈ２４：〔全〕１０４．９億円）

がん診療連携拠点病院機能強化事業           〔全〕４５億円 

                    （Ｈ２４：〔全〕３２．１億円）

 

     ≪詳細確認中≫ 

 

≪詳細確認中≫ 

 

     ≪詳細確認中≫ 

◆予算項目以外の状況 

Ｈ24.５.23 厚生科学審議会感染症分科会予防接種部会が定期接種化を提言 

（平成２５年度より定期接種化見込み）                    

【児童虐待対策の充実】 

◇ 児童相談所等における職員配置基

準等の見直し 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

虐待を受けた子ども等への支援            〔全〕９３２億円 

                     （Ｈ２４：〔全〕９１５億円）

○児童相談所における体制の強化      ※〔全〕２１．７億円の内数 

                （Ｈ２４：※〔全〕２１．７億円の内数）

                 ※児童虐待・DV 対策等総合支援事業 

 

      〔全〕９６８億円 

 

     ≪詳細確認中≫ 

 

２．誰もが安心して暮らせる大阪の 

実現 

（１）子どもの「学び」と「はぐくみ」

を支える教育施策の充実 

◇ 教職員定数の改善 

 

 

◆概算要求の状況 文部科学省 

義務教育費国庫負担金            〔全〕１兆５，６２３億円 

                 （Ｈ２４：〔全〕１兆５，５９７億円）

教職員定数の改善                    ６，２００人 

○３５人以下学級の推進など学級規模の適正化       ３，６００人 

○個別の教育課題に対応した教職員配置の充実       １，７００人 

・いじめ問題への対応など学校運営の改善充実         ４００人 

・学力・学習意欲向上支援～教育格差解消のための学習支援～  ３００人 

・インクルーシブ教育システム構築に向けた通級指導など 

 特別支援教育の充実                    ６００人 

・小学校における専科指導の充実               １００人 

・外国人児童生徒等への日本語指導               １００人 

・学校・地域連携等の取り組みへの支援            １００人 

・教員の資質向上に対する支援                １００人 

         ※上記のほか、既存の研修等定数▲１００人を合理化減 

○東日本大震災にかかる教育復興支援                     １，０００人 

 

  〔全〕１兆４，８７９億円 

           

         １，８００人 

 

１，４００人 

４００人 

 

 

６００人 

４００人 

 

 

 

▲６００人合理化減 

１，０００人 
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注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

◇ 就学支援金制度の拡充、高校生修学

支援基金に係る要件緩和、都道府県実

施の授業料減免支援への財政措置 

 

 

◆概算要求の状況 文部科学省 

公立高校の授業料無償制及び高等学校等就学支援金 〔全〕３，９５０億円 

                   （Ｈ２４：〔全〕３，９６０億円）

○公立高等学校授業料不徴収交付金        〔全〕２，３４８億円 

                   （Ｈ２４：〔全〕２，３８０億円）

○高等学校等就学支援金交付金          〔全〕１，６０２億円 

                   （Ｈ２４：〔全〕１，５８０億円）

 

    〔全〕３，９５０億円 

 

     ≪詳細確認中≫ 

 

      ≪詳細確認中≫ 

 

◇ 学校施設（私立学校を含む）の耐震

化に向けた補助制度の拡充 

 

◆概算要求の状況 文部科学省 

公立学校施設の耐震化の推進等          〔全〕３，０１７億円 

                   （Ｈ２４：〔全〕１，２４６億円）

私立学校施設等の耐震化の促進            〔全〕３６０億円 

                     （Ｈ２４：〔全〕１１０億円）

（公立学校施設の耐震化の推進等） 

※校舎等の耐震化及び非構造部材の耐震対策等の防災対策事業や、老朽化

した施設の長寿命化対策、教育内容等の変化に対応する整備を支援 

（私立学校施設等の耐震化の促進） 

※学校施設の耐震化等防災機能強化を促進するため、校舎等の耐震補強事

業のほか非構造部材の耐震対策や備蓄倉庫、太陽光発電、自家発電設備

等の防災機能強化のための整備等を支援  

 ※学校施設の耐震化等防災機能強化を促進するため、日本私立学校振興・

共済事業団が実施する長期低利融資制度の拡充等を実施 

  私立の高等学校、中等教育学校、中学校、小学校及び特別支援学校への 

  補助率＝１／３以内【Is 値 0.3 未満の施設の耐震化は１／２以内】 

 

    〔全〕１，２７０億円 

（補正：〔全〕１，８８４億円） 

      〔全〕１２４億円 

（補正：〔全〕１５３億円） 

 

  

◇ 全国学力・学習状況調査に関する悉

皆調査の実施 

 ・小学校６年生・中学校３年生の全児

童生徒を対象 

 

◆概算要求の状況 文部科学省 

全国的な学力調査の実施              〔全〕５５．７億円 

                    （Ｈ２４：〔全〕３９．６億円）

○全国学力・学習状況調査の実施          〔全〕４４．７億円 

                    （Ｈ２４：〔全〕２４．７億円）

○次年度調査準備                 〔全〕１１．０億円 

                    （Ｈ２４：〔全〕１４．９億円）

 

     〔全〕５４．２億円 

 

      ≪詳細確認中≫ 

 

      ≪詳細確認中≫ 

 

（２）「安全なまち大阪」を確立するた

めの警察基盤の充実・強化 

◇ 装備資器材の整備、警察官の増員等 

 

◆概算要求の状況 警察庁 

警察基盤の充実強化               〔全〕２８９．３億円 

                   （Ｈ２４：〔全〕2 9 6．2 億円）

○人的基盤の充実強化                〔全〕５．６億円 

                     （Ｈ２４：〔全〕４．５億円）

 

・地方警察官の増員 増員数 ５４５人 

・国家公務員の増員 増員数 １８６人 

○装備資機材・警察施設の整備充実        〔全〕２８３．８億円 

                   （Ｈ２４：〔全〕2 9 1．7 億円） 

・現場執行力の強化 

・警察情報通信基盤の整備充実 

・警察活動の拠点たる基盤施設の整備 

客観証拠重視の捜査のための基盤整備 

○第一線警察における科学捜査力の強化       〔全〕１７．６億円 

                      （Ｈ２４：〔全〕4．1 億円）

 

    〔全〕２８６．９億円 

 

      〔全〕4．２億円 

   

地方警察官の増員 

５４５人（うち大阪 17 人） 

   

  〔全〕２８２．８億円 

 

 

 

 

 

     〔全〕１１．９億円 


